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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第79期 第80期 第81期 第82期 第83期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

(1）連結経営指標等      

売上高 （千円） 32,114,945 32,557,445 34,762,163 39,080,417 36,372,071

経常利益 （千円） 647,516 704,529 536,482 752,213 594,960

当期純利益 （千円） 361,389 307,996 293,186 388,371 323,883

純資産額 （千円） 3,776,140 4,055,800 4,269,440 4,527,488 4,629,716

総資産額 （千円） 11,356,439 11,304,875 12,996,789 13,454,528 11,525,446

１株当たり純資産額 （円） 404.53 435.10 460.44 488.32 510.46

１株当たり当期純利益 （円） 36.28 30.95 31.62 41.89 35.32

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 33.3 35.9 32.8 33.7 40.2

自己資本利益率 （％） 9.9 7.9 7.0 8.8 7.1

株価収益率 （倍） 10.14 13.70 9.96 6.71 5.29

営業活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △663,837 427,267 495,638 480,416 506,212

投資活動による
キャッシュ・フロー

（千円） 11,435 310,308 △56,942 △54,487 △20,626

財務活動による
キャッシュ・フロー

（千円） 225,636 △373,927 △74,372 △74,325 188,269

現金及び現金同等物
の期末残高

（千円） 817,782 1,041,362 1,424,081 1,776,294 2,354,485

従業員数 （名） 124 90 91 86 91

(2）提出会社の経営指標等      

売上高 （千円） 30,489,216 31,737,802 34,059,449 38,420,864 36,256,233

経常利益 （千円） 599,026 694,048 503,899 659,377 568,498

当期純利益 （千円） 344,354 637,002 293,807 350,895 316,009

資本金 （千円） 820,000 820,000 820,000 820,000 820,000

発行済株式総数 （千株） 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

純資産額 （千円） 3,386,953 3,957,801 4,160,730 4,382,064 4,560,986

総資産額 （千円） 10,412,508 11,102,788 12,807,968 13,250,673 11,466,527

１株当たり純資産額 （円） 362.56 424.53 448.72 472.63 502.88

１株当たり配当額
(内１株当たり中間配当額)

（円）
（円）

8.00
(－)

8.00
(－)

8.00
(－)

8.00
(－)

8.00
(－)

１株当たり当期純利益 （円） 34.44 66.43 31.68 37.84 34.46

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 32.5 35.6 32.5 33.1 39.8

自己資本利益率 （％） 10.6 17.3 7.2 8.2 7.1

株価収益率 （倍） 10.69 6.38 9.94 7.43 5.43

配当性向 （％） 23.2 12.0 25.3 21.1 23.2

従業員数 （名） 88 80 83 76 81

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

３　純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号）を適用しております。

４　臨時従業員（派遣社員及びパートタイマー）については、その総数が就業人員数の100分の10未満であるため

記載を省略しております。
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２【沿革】

年月 概要

昭和11年２月 堺化学工業株式会社より貿易部を分離、無機工業薬品の輸出を主とする堺商事株式会社を設立。

（本社　堺市戎島）

昭和11年４月 本社を大阪市西区へ移転。

昭和13年８月 本社を大阪市東区（現中央区）へ移転。

昭和15年４月 東京市（現東京都）に東京支店を設置。

昭和18年５月 堺産業株式会社に商号変更。

昭和23年１月 堺商事株式会社に商号復旧。

昭和23年10月 本社を堺市へ移転。

昭和25年２月 堺貿易株式会社を吸収合併、本社を大阪市東区（現中央区）瓦町へ移転。

昭和33年１月 堺物産株式会社の業務を吸収、国内販売体制を確立。

昭和35年12月 名古屋市に名古屋出張所を設置。

昭和37年７月 矢吹商事株式会社の業務を継承、国内販売業務を強化。

昭和38年４月 米国（ニューヨーク）にニューヨーク駐在員事務所を設置。

昭和40年８月 小樽市に北海道出張所を設置。

昭和43年４月 台湾（台北）に台北駐在員事務所を設置。

昭和43年10月 ニューヨーク駐在員事務所を現地法人化、SAKAI TRADING NEW YORK INC.を設立。（現連結子会社）

昭和43年11月 北海道出張所を札幌市へ移転、札幌出張所と改称。

昭和47年１月 福岡市に福岡出張所を設置。

昭和47年７月 産業機械の販売部門を分離、エム・エルエンジニアリング株式会社を設立。

昭和55年１月 台北駐在員事務所を支店とする。

昭和58年12月 札幌出張所を千歳市へ移転、北海道営業所と改称。

平成３年１月 名古屋出張所、福岡出張所をそれぞれ名古屋営業所、福岡営業所と改称。

平成４年４月 本社を大阪市中央区久太郎町へ移転。

平成６年４月 大阪証券取引所（市場第二部特別指定銘柄）に上場。

平成８年１月 大阪証券取引所市場第二部銘柄に指定。

平成12年４月 オーストラリア（シドニー）に現地法人SAKAI TRADING AUSTRALIA PTY LTD.を設立。（現連結子会

社）

　 韓国（ソウル）に現地法人韓国堺商事㈱を設立。（非連結子会社）

平成13年３月 ドイツ（デュッセルドルフ）に現地法人SAKAI TRADING EUROPE GmbHを設立。（現連結子会社）

平成13年12月 中国（上海）に上海駐在員事務所を設置。

平成14年２月 ＩＳＯ14001認証取得。

平成14年11月 上海駐在員事務所を現地法人化、堺商事貿易（上海）有限公司を設立。（非連結子会社）

平成16年３月 東京支店を品川区大崎へ移転。

平成17年１月 SAKAI TRADING AUSTRALIA PTY LTD.をSAKAI AUSTRALIA PTY LTD.に商号変更。

平成17年２月 ＩＳＯ9001認証取得。

平成17年４月 エム・エルエンジニアリング株式会社を株式会社カワタに譲渡。

平成17年７月 台北支店を現地法人化、台湾堺股?有限公司を設立。（非連結子会社）

平成18年６月 トルコ（イスタンブール）にイスタンブール駐在員事務所を設置。
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３【事業の内容】

　当社の企業集団は、当社、親会社及び子会社６社で構成され、化成品、合成樹脂、電子材料の輸出入及び国内販売を行

う化学品関連事業を主な事業の内容とし、更に、その他事業として非金属鉱産品、食品添加物等の輸出入、国内販売を

行っております。

　主な事業の内容と各事業における当社及び関係会社の位置付け等は次の通りであります。

区分 主要品目 会社名

化学品関連事業

顔料、塩ビ安定剤、触媒、その他の有機・無機化学品で構成

する化成品

塩化ビニール樹脂等の汎用樹脂、機能性樹脂等の特殊樹脂、

反射シート・衛生材料等の樹脂製品で構成する合成樹脂

誘電体材料、光学電子機器用材料、金・銀系導電材料及び電

子機器部品で構成する電子材料

化学品原料

当社

堺化学工業㈱

SAKAI TRADING NEW YORK INC.

SAKAI AUSTRALIA PTY LTD.

SAKAI TRADING EUROPE GmbH

韓国堺商事㈱

堺商事貿易（上海）有限公司

台湾堺股?有限公司

その他事業

非金属鉱産品

食品添加物

産業機械その他

当社

　企業集団についての事業系統図は、次の通りであります。

　（注）すべての非連結子会社は、持分法を適用しておりません。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業
の内容

議決権の
所有（被所有）割合

関係内容
所有割合
（％）

被所有割合
（％）

（親会社） 　  　   　

堺化学工業㈱ 　＊３ 堺市堺区
千円

21,838,376
化学品関連事業 － 64.0

同社製品の購入及び原料の納入

役員の兼任　有

（連結子会社） 　  　   　

SAKAI TRADING

NEW YORK INC.　＊２

米国

ニューヨーク

千米ドル

750
化学品関連事業 100.0 －

当社対米貿易の窓口商社

役員の兼任　有

SAKAI AUSTRALIA

PTY LTD.

豪州

シドニー

千豪ドル

300
化学品関連事業 100.0 －

当社対豪貿易の窓口商社

役員の兼任　無

SAKAI TRADING

EUROPE GmbH

独国

デュッセルドルフ

千ユーロ

300
化学品関連事業 100.0 －

当社対独貿易の窓口商社

役員の兼任　有

　（注）１　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２　＊２は、特定子会社であります。

３　＊３は、有価証券報告書を提出しております。

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成21年３月31日現在

　 従業員数（名）

化学品関連事業等  91

合計  91

　（注）１　当グループは、化学品関連事業を主な事業としており、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメン

トの資産の金額の合計額に占める同事業の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント

での記載を省略しております。

２　従業員数は就業人員（当グループからグループ外への出向者を除く。）であります。なお、臨時従業員（派遣

社員及びパートタイマー）については、その総数が就業人員数の100分の10未満であるため記載を省略して

おります。

(2）提出会社の状況

　 平成21年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

81 40.3 11.6 6,643,412

　（注）１　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く。）であります。なお、臨時従業員（派遣社員及びパート

タイマー）については、その総数が就業人員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(3）労働組合の状況

　労働組合はありません。

　労使関係について特に記載すべき事はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度は、米国のサブプライムローン問題による景気後退が鮮明になる中、下半期にはリーマンショック

が引き金となって世界金融危機が発生し、その後、世界経済は急激に収縮・悪化いたしました。

　わが国経済につきましても、昨年夏頃までのエネルギー・原材料高と９月以降の円高が企業収益を圧迫し、更には

世界同時不況に伴い外需が大幅に減少した結果、景気は加速度的に悪化いたしました。

このような状況のもと、当グループにおきましては、衛生材料を中心に第３四半期までは増収を確保しておりま
したが、その後、自動車及びデジタル家電業界の急速な生産調整によって、主力商品である化成品・電子材料などの
出荷が激減いたしました。この結果、売上高は前連結会計年度に比べ6.9％減の36,372百万円となりました。
利益面につきましても、減収に因り、前連結会計年度に比べ営業利益が20.8％減の621百万円、経常利益が20.9％減
の594百万円、当期純利益が16.6％減の323百万円となりました。

　当グループは、化学品関連事業を主な事業としており、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメント

の資産の金額の合計額に占める同事業の割合が、いずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメントでの記

載を省略しております。そのため、売上高については次の通り商品別に記載しております。

（化成品）

　化成品は、景気の低迷に因り、顔料及び無機化学品の出荷が減少したため、前連結会計年度に比べ9.1％減の12,182

百万円となりました。

（合成樹脂）

　合成樹脂は、衛生材料が好調に推移した結果、前連結会計年度に比べ2.9％増の13,407百万円となりました。

（電子材料）

　電子材料は、誘電体材料などの出荷が大幅減となったため、前連結会計年度に比べ16.9％減の7,651百万円となりま

した。

（その他）

　化学品原料及び非金属鉱産品が出荷減となったため、前連結会計年度に比べ9.0％減の3,131百万円となりました。

(2）キャッシュ・フロー

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、法人税等の支払いが322百万円ありましたが、税金等調整前当期純利益
が584百万円となったことなどにより506百万円の収入となり、前連結会計年度に比べ収入が25百万円増加いたし
ました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券及び無形固定資産の取得などにより20百万円の支出とな
り、前連結会計年度に比べ支出が33百万円減少いたしました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払いが74百万円ありましたが、短期借入れによる収入が300
百万円あったことなどにより188百万円の収入となり、前連結会計年度に比べ収入が262百万円増加いたしまし
た。

また、現金及び現金同等物に係る換算差額95百万円を調整した結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末
残高は、前連結会計年度末に比べ578百万円増加し、2,354百万円となりました。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）仕入実績

　当グループは、化学品関連事業を主な事業としており、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメント

の資産の金額の合計額に占める同事業の割合が、いずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメントでの記

載を省略しております。そのため、仕入実績については次の通り商品別に記載しております。

商品名 金額（千円） 前期比（％）

化成品 11,635,447 92.5

合成樹脂 12,414,702 103.4

電子材料 7,311,272 82.9

その他 2,982,525 91.3

合計 34,343,947 93.7

　（注）１　金額は、仕入価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）販売実績

　当グループは、化学品関連事業を主な事業としており、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメント

の資産の金額の合計額に占める同事業の割合が、いずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメントでの記

載を省略しております。そのため、販売実績については次の通り商品別に記載しております。

商品名 金額（千円） 前期比（％）

化成品 12,182,017 90.9

合成樹脂 13,407,853 102.9

電子材料 7,651,077 83.1

その他 3,131,124 91.0

合計 36,372,071 93.1

　（注）１　主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次の通りであります。

相手先

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

堺化学工業㈱ － － 3,849,458 10.6

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　なお、当グループは、商社活動を展開しており、受注生産形態をとっていないため、生産の状況に代えて「仕入実

績」を記載し、受注の状況の記載は、省略しております。
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３【対処すべき課題】

　専門商社として、信頼性・専門性・国際性の向上を図り、より一層企業価値を高めるため、以下の施策に取り組みま

す。

　①　顧客第一をモットーに、より一層提案型の創造集団を確立します。

　②　海外ネットワークを活用して、グループの総合力を一層強化します。

　③　有能な人材の確保とプロフェッショナルの育成に取り組みます。

　④　財務報告の信頼性の確保と法令遵守をはじめとした内部統制システムを更に充実し、レベルの向上に努めます。

　⑤　「かけがえのない地球を後世に引き継ぐため、化学品を中心とした事業活動のあらゆる面で、環境負荷低減に繋

がる商品の開拓とその販売推進に努める。」を環境方針と定め、グループを挙げて環境の改善に努めます。

４【事業等のリスク】

　当グループの経営成績に影響をおよぼす可能性があるリスクには以下のものが考えられます。なお、当グループは、

以下のリスク発生の可能性を充分認識し、発生した場合の対応を日常より検討していく所存です。

　以下は、将来に関することでありますが、当該事項は当連結会計年度末現在において判断したものであります。

①　信用リスク

　信用リスクにつきましては、当グループの最重要課題として、与信管理及び債権管理を徹底しておりますが、予

測不能な状況の変化により、貸倒損失発生の可能性があります。

②　外貨取引の為替リスク

　貿易取引が売上高の約50％を占めておりますが、売上高の約３％に当たる取引が、為替変動の影響をうける可

能性があります。

なお、主な通貨は、米ドル、ユーロ、豪ドルなどであります。

③　カントリー・リスク

　当グループは、イスラエルをはじめ中近東との取引が約11％ありますが、中東の政治情勢が変化した場合、取引

の成約及び債権回収等に影響をうける可能性があります。

５【経営上の重要な契約等】

　特記すべき事項はありません。

６【研究開発活動】

　特記すべき事項はありません。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

　以下の将来に関する事項につきましては、有価証券報告書提出日現在において判断したものであります。

(1）重要な会計方針及び見積り

　当グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されてお

ります。この連結財務諸表の作成に当たっては、過去の実績や状況に応じて合理的と考えられる様々な要因に基づ

き、見積り及び判断を行っております。

(2）当連結会計年度の経営成績の分析

　当グループの当連結会計年度の売上高は、衛生材料を中心に第３四半期までは増収を確保しておりましたが、そ

の後、自動車及びデジタル家電業界の急速な生産調整によって、主力商品である化成品・電子材料などの出荷が激

減した結果、前連結会計年度に比べ6.9％減の36,372百万円となりました。

　利益面につきましても、減収に因り、前連結会計年度に比べ営業利益が20.8％減の621百万円、経常利益が20.9％減

の594百万円、当期純利益が16.6％減の323百万円となりました。

(3）経営成績に重要な影響を与える要因について

　当グループを取り巻く事業環境は予断を許さず、主力商品である電子材料の需要は年毎に大きく変動する傾向に

あります。また、伸長著しい衛生材料や化成品については、原油・原材料の供給確保及び高騰に伴う利益確保など、

取引そのものに大きく影響する可能性があります。

(4）経営戦略の現状と見通し

　当グループの営業戦略として従来より、電子材料の商品群の拡大と機能性材料の拡販、海外拠点の充実と市場の

開拓に取り組んでまいりました。

　今後の見通しにつきましては、化学品を中心とした専門商社として、「高度情報化社会」「高齢化社会」「環

境」「アジア及び中近東市場」を成長分野並びに成長市場と定め、経営資源の集中を図って磐石な経営基盤の確

立に努める所存であります。

(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度に比べ578百万円増加し、2,354百万円となりま

した。これは、税金等調整前当期純利益など営業活動によって506百万円増加し、投資有価証券及び無形固定資産の

取得など投資活動によって20百万円の支出となりましたが、短期借入れによる収入など財務活動によって188百万

円増加したことによるものであります。

　また、現金及び現金同等物に係る換算差額の調整が行われ、その結果、95百万円減少いたしました。

(6）経営者の問題認識と今後の方針について

　当グループは、「社会にとって存在感のある企業を、社員にとって働き甲斐のある会社を目指す。」ことを経営理

念としております。

　化学品を中心とした商社活動を通じて、国内、海外のユーザーのニーズに的確に応えていくことによって存在感

のある企業を目指します。

　また、株主、投資家、取引先、社員そして地域社会など、ステークホルダーとの共存共栄を行動指針として、企業の

社会的責任を果たします。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度において、主要な設備に重要な異動はありません。

２【主要な設備の状況】
　 平成21年３月31日現在

(1）提出会社 　 　       

事業所名

（所在地）
事業の種類 設備の内容

帳簿価額（千円）

従業員数

（名）建物及び

構築物

車両

運搬具

工具、器具

及び備品

土地

（面積㎡）
合計

本社

（大阪市中央区）

化学品関連事業

その他事業
事務所等 9,158 1,567 5,006 － 15,731 42

東京支店

（東京都品川区）

化学品関連事業

その他事業
事務所等 8,043 － 5,434 － 13,478 32

北海道営業所

（北海道千歳市）

化学品関連事業

その他事業

事務所

倉庫等
29,593 1,530 914

69,284

(2,479)
101,322 3

名古屋営業所

（名古屋市中区）
化学品関連事業 車両等 － 1,432 229 － 1,661 2

福岡営業所

（福岡市中央区）
化学品関連事業 車両等 － 88 12 － 100 1

(2）在外子会社

会社名
事業所名

（所在地）

事業の

種類

設備の

内容

帳簿価額（千円）

従業員数

（名）建物及び

構築物

車両

運搬具

工具、器具

及び備品

土地

（面積㎡）
合計

SAKAI TRADING

NEW YORK INC.

本社

（米国ニューヨーク）

化学品

関連事業
備品等 － － 1,347 － 1,347 4

SAKAI AUSTRALIA

PTY LTD.

本社

（豪州シドニー）

化学品

関連事業
車両等 － 2,856 1,401 － 4,258 3

SAKAI TRADING

EUROPE GmbH

本社

（独国デュッセル

ドルフ）

化学品

関連事業
備品等 － － 762 － 762 3

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

　該当事項はありません。

(2）重要な設備の除却等

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数（株）

（平成21年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年６月26日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,000,000 10,000,000
大阪証券取引所

（市場第二部）
単元株式数1,000株

計 10,000,000 10,000,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
 

（千円）

資本金残高
 

（千円）

資本準備金
増減額 
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成６年４月１日 1,000,000 10,000,000 245,000 820,000 472,400 697,400

　（注）有償一般募集

入札による募集

　 900,000株

発行価格 490円

資本組入額 245円

入札によらない募集

100,000株

発行価格 680円

資本組入額 245円
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（５）【所有者別状況】

　 平成21年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数

（人）
－ 2 8 37 － － 564 611 －

所有株式数

（単元）
－ 35 54 6,452 － － 3,447 9,988 12,000

所有株式数

の割合

（％）

－ 0.35 0.54 64.60 － － 34.51 100.00 －

　（注）　自己株式930,336株は、「個人その他」に930単元、「単元未満株式の状況」に336株含まれております。

（６）【大株主の状況】

　 平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

堺化学工業株式会社 堺市堺区戎之町西１丁１番23号 5,800 58.00

紀和化学工業株式会社 和歌山県和歌山市南田辺丁33 115 1.15

日本石材センター株式会社 大阪府東大阪市新家３丁目11番30号 110 1.10

秀和海運株式会社
東京都港区赤坂３－10－２

赤坂コマースビル
106 1.06

伊藤　宏明 堺市東区 80 0.80

堺商事社員持株会
大阪市中央区久太郎町２丁目４番11号

堺商事㈱内
71 0.71

株式会社サンオーシャン
大阪市港区築港３丁目７－15

港新興ビル
60 0.60

橋本　象二 大阪市阿倍野区 53 0.53

藤原　重雄 京都市伏見区 53 0.53

塩瀨　彰 大阪府泉佐野市 47 0.47

計 － 6,495 64.95

　（注）　上記のほか当社所有の自己株式930千株（9.30％）があります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成21年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

930,000

－ 単元株式数1,000株

完全議決権株式（その他）
普通株式

9,058,000
9,058 同上

単元未満株式
普通株式

12,000
－ 一単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 10,000,000 － －

総株主の議決権 － 9,058 －

②【自己株式等】

　 平成21年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

堺商事株式会社

大阪市中央区

久太郎町２丁目４番11号
930,000 － 930,000 9.30

計 － 930,000 － 930,000 9.30

（８）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第３号の規定に基づく取締役会決議による普通株式の取得及び会社法第155条第

７号の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

取締役会（平成20年11月20日）での決議状況

（取得期間　平成20年11月21日～平成20年11月21日）
200,000 50,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 200,000 37,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 － 13,000

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） － 26.0

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） － 26.0

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 1,900 492

当期間における取得自己株式 － －

　（注）当期間における取得自己株式には、平成21年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（千円）

株式数（株）
処分価額の総額
（千円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 930,336 － 930,336 －

　（注）当期間における保有自己株式には、平成21年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社は、株主の皆様に対する安定した利益還元を重要な経営課題の一つと位置付けたうえで、財務体質の強化と営

業基盤の拡大に必要な内部留保の充実を図るとともに、利益動向や経営環境を勘案し、年１回の配当を実施すること

を基本方針としております。

　当事業年度の剰余金の配当につきましては、上記方針のもと１株当たり８円としております。

　なお、当社は、剰余金の配当は取締役会の決議により行うことができる旨、また配当の基準日については期末配当

（毎年３月31日）及び中間配当（毎年９月30日）のほか、基準日を定めて剰余金の配当をすることができる旨を定

款で定めております。

　（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下の通りであります。

決議 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

平成21年５月11日

取締役会
72 8.00

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第79期 第80期 第81期 第82期 第83期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

最高（円） 399 470 423 333 325

最低（円） 285 334 283 265 170

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成20年10月 11月 12月 平成21年１月 ２月 ３月

最高（円） 243 196 186 180 188 190

最低（円） 184 183 176 170 171 175

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（千株）

代表取締役

社長
　 播　本　捷一郎 昭和17年８月10日生

昭和40年４月 堺化学工業㈱入社

(注)２ 24

平成９年６月 同社取締役

平成12年６月 同社取締役営業副本部長

平成15年６月 当社常務取締役

平成16年６月 専務取締役

平成17年６月 代表取締役社長（現）

専務取締役

大阪営業

第一部、

電子材料

部担当

油　江　博　志 昭和23年９月23日生

昭和46年４月 堺化学工業㈱入社

(注)２ 9

平成10年９月 同社営業本部第四営業部長

平成11年９月 当社大阪営業第一部長

平成15年６月 当社取締役

平成19年４月 大阪営業第一部、

大阪営業第二部担当

SAKAI TRADING EUROPE GmbH

代表取締役社長（現）

平成19年６月 常務取締役

平成20年４月 東京電子材料部長

平成21年４月 大阪営業第一部、大阪営業第二部、

電子材料部担当

平成21年６月 専務取締役（現）

大阪営業第一部、

電子材料部担当（現）

常務取締役

業務部担

当、経理

部長兼総

務部長

市　谷　千吉郎 昭和23年11月17日生

昭和46年４月 当社入社

(注)２ 22

平成16年４月 経理部長（現）

平成17年６月 取締役

総務部長（現）

平成19年４月 業務部担当（現）

平成21年６月　 常務取締役（現）

取締役

東京営業

第二部、

衛生材料

部担当、

東京支店

長兼海外

統括室長

吉　住　武　士 昭和24年３月12日生

昭和48年４月 当社入社

(注)２ 13

平成17年４月 東京電子材料部長

平成17年６月 取締役（現）

韓国堺商事㈱代表取締役社長

平成17年７月 台湾堺股?有限公司董事長（現)

平成18年７月 東京電子材料部長兼海外統括室長

平成19年６月 東京営業第二部担当、東京支店長

兼東京電子材料部長兼海外統括室長

SAKAI TRADING NEW YORK INC.

代表取締役社長（現）

平成20年４月 東京営業第二部、衛生材料部担当、

東京支店長兼海外統括室長（現）

取締役

東京営業

第一部長

兼イスタ

ンブール

駐在員事

務所長

荻　　　正　信 昭和23年７月２日生

昭和47年４月 当社入社

(注)２ 5

平成17年６月 東京営業第二部長

平成18年８月 イスタンブール駐在員事務所長（現）

平成20年６月 取締役（現）

平成21年６月 東京営業第一部長（現）

取締役

大阪営業

第二部長

兼輸出管

理室長

高　橋　伸　次 昭和25年６月１日生

昭和54年６月 当社入社

(注)２ 6

平成19年４月 大阪営業第二部長（現）

SAKAI AUSTRALIA PYT LTD.

代表取締役社長（現）

平成19年６月 堺商事貿易（上海）有限公司董事長

平成21年６月 取締役（現）

輸出管理室長（現）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（千株）

取締役 　 安　倍　一　允 昭和15年７月３日生

昭和38年４月 堺化学工業㈱入社

(注)２ －

平成５年６月 同社取締役

平成11年６月 同社常務取締役

平成13年６月 同社専務取締役

平成14年６月 同社代表取締役専務

平成15年６月 同社代表取締役社長

平成20年６月 同社代表取締役会長（現）

当社取締役（現）

常勤監査役 　 井 野 口　　修 昭和23年１月６日生

昭和45年４月 当社入社

(注)３ 9
平成16年12月 東京業務部長

平成19年４月 輸出管理室長

平成19年６月 監査役（現）

監査役 　 樺　島　祥　一 昭和22年２月25日生

昭和44年４月 堺化学工業㈱入社

(注)３ 2
平成９年９月 同社営業本部資材部長

平成10年９月 同社営業本部第三営業部長

平成19年６月 当社監査役（現）

監査役 　 福　田　健太郎 昭和29年３月５日生

昭和51年４月 ㈱三和銀行（現㈱三菱東京UFJ銀行）

入行

(注)４ －

平成14年１月 ㈱UFJ銀行（現㈱三菱東京UFJ銀行）

阿部野橋法人営業部長

平成14年８月 同行堺法人営業部長

平成16年９月 同行企業部（大阪）部長

平成18年４月 堺化学工業㈱経理部長（現）

平成20年６月 同社取締役（現）

同社事業推進室長（現）

当社監査役（現）

計 90

　（注）１　監査役樺島祥一氏及び福田健太郎氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２　平成21年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

３　平成19年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

４　平成20年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、コーポレート・ガバナンスの充実を重要な経営課題ととらえ、透明かつ公正な経営体制の下で事業活動を

行い、企業価値を増大させるための取り組みを行っております。

　また、当社は、株主、顧客、取引先をはじめとする様々なステークホルダーにとって有用な存在となるべく、企業の社

会的責任を重視し、広く社会から信頼を得られるよう努めるとともに、法令遵守を基本とするコーポレート・ガバナ

ンスの重要性を充分認識し、その体制の整備、強化を図っております。

(1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等（有価証券報告書提出日現在）

①　取締役会

　当社の取締役会は７名で構成され、監査役同席のうえ、毎月１回の開催を原則として経営の基本方針、法令また

は定款に定めるもののほか、経営に関する重要事項を決定しております。

　また、株主の信託により最適な経営体制を構築するとともに、経営責任を明確にするため、取締役の任期を１年

にしております。

　なお、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、取締役の選任決議は、累積投票によらな

いものとする旨も定款に定めております。

②　経営会議

　経営環境の変化に対する迅速な対応と意思決定のため、常勤取締役をメンバーとし、必要に応じて部長など現場

責任者を加えて、原則月１回開催し、具体的な業務執行について協議検討しております。

③　監査役会

　当社は監査役制度を採用しており、監査役３名のうち２名が社外監査役であります。監査役会は原則月１回開催

し、必要に応じて臨時監査役会を開催しております。

④　内部統制システムの整備の状況

　内部統制システムの整備については、内部統制システムの基本方針を制定し、規則・規程を整備するとともに監

査室の監査機能の充実を図っております。

⑤　内部監査及び監査役監査の状況

　内部監査部門として、社長直轄の監査室（５名）が設置されております。監査室は、監査役、会計監査人との連係

のもと業務監査及び内部統制システムの整備及び運用状況の監査など業務執行部門の監査を実施しております。

　監査役監査につきましては、取締役会、経営会議等の社内重要会議に出席するほか、業務及び財産の状況調査を

通じて、取締役の業務執行の監査を行っております。また、会計監査は会計監査人である大阪監査法人との連係の

もと財務諸表及び計算書類等の適時・適切な作成・報告及び開示についての監査を行っております。

⑥　会計監査の状況

　当期において業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成は下記の通りであります。なお、

当社と会計監査人との間には、特別の利害関係はありません。

・業務を執行した公認会計士の氏名：代表社員　業務執行社員　小河　義夫（大阪監査法人）

（継続監査年数15年）

代表社員　業務執行社員　道幸　靜児（大阪監査法人）

代表社員　業務執行社員　平井　文彦（大阪監査法人）

・会計監査業務に係る補助者の構成：公認会計士　５名

会計士補等　１名

その他　　　１名
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⑦　社外監査役との関係

　社外監査役の樺島祥一氏は当社の親会社堺化学工業株式会社の元営業部長であり、福田健太郎氏は同社の取締

役事業推進室長兼経理部長であります。当社は同社と商品仕入等の取引関係にあります。なお、各氏個人と当社と

の間には、人的関係、資本関係、取引関係その他の利害関係はありません。

(2）リスク管理体制の整備の状況

　当グループのリスク管理体制は、リスク管理規程に基づき、所轄責任者を構成メンバーとしたリスク管理委員会を

設置して、リスクの分析及び評価並びにリスクマネジメントを行う体制を整えました。

　また、コンプライアンスについては、「企業行動基本方針」「行動指針」を制定し、法令遵守の徹底に努めるとと

もに、新日本綜合法律事務所と顧問契約を締結しており、法律面のアドバイスを受けております。

(3）役員報酬の内容

　平成20年４月１日から平成21年３月31日までの役員報酬は社内取締役に97百万円、社内監査役に12百万円、社外監

査役に３百万円であります。

(4）取締役の定数

　当社の取締役は10名以内とする旨を定款に定めております。

(5）剰余金の配当等の決定機関

　当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除き、株

主総会の決議によらず取締役会の決議により定めることができる旨を定款に定めております。これは、剰余金の配

当等を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

(6）株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的と

するものであります。

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬（千円）

非監査業務に
基づく報酬（千円）

監査証明業務に
基づく報酬（千円）

非監査業務に
基づく報酬（千円）

提出会社 － － 20,040 －

連結子会社 － － － －

計 － － 20,040 －

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

　監査報酬につきましては、監査日数、当社の規模等を勘案して決定しております。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３

月31日まで）及び当連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業

年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）及び当事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日

まで）の財務諸表について、大阪監査法人により監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,776,294 2,354,485

受取手形及び売掛金 9,938,185 7,499,770

たな卸資産 832,051 －

商品 － 925,003

繰延税金資産 78,532 62,993

その他 175,883 69,198

貸倒引当金 △35,651 △23,834

流動資産合計 12,765,296 10,887,617

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 149,542 149,542

減価償却累計額 △97,567 △102,746

建物及び構築物（純額） 51,974 46,796

車両運搬具 23,995 21,229

減価償却累計額 △13,342 △13,754

車両運搬具（純額） 10,652 7,474

工具、器具及び備品 78,489 73,611

減価償却累計額 △59,552 △58,503

工具、器具及び備品（純額） 18,937 15,107

土地 71,092 71,092

有形固定資産合計 152,657 140,470

無形固定資産

ソフトウエア 44,202 24,287

無形固定資産合計 44,202 24,287

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 290,860

※1
 240,061

繰延税金資産 13,998 46,118

その他 ※1
 248,662

※1
 258,152

貸倒引当金 △61,148 △71,260

投資その他の資産合計 492,372 473,071

固定資産合計 689,231 637,829

資産合計 13,454,528 11,525,446
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 8,067,276 5,793,791

短期借入金 300,000 600,000

未払法人税等 169,525 110,194

賞与引当金 88,198 74,955

役員賞与引当金 19,500 20,500

その他 145,147 135,004

流動負債合計 8,789,648 6,734,446

固定負債

退職給付引当金 51,394 54,971

役員退職慰労引当金 58,971 73,636

その他 27,024 32,675

固定負債合計 137,391 161,283

負債合計 8,927,039 6,895,729

純資産の部

株主資本

資本金 820,000 820,000

資本剰余金 697,471 697,471

利益剰余金 3,112,028 3,361,739

自己株式 △150,722 △188,324

株主資本合計 4,478,777 4,690,886

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 54,313 26,342

繰延ヘッジ損益 △1,829 828

為替換算調整勘定 △3,772 △88,340

評価・換算差額等合計 48,711 △61,169

純資産合計 4,527,488 4,629,716

負債純資産合計 13,454,528 11,525,446
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②【連結損益計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 39,080,417 36,372,071

売上原価 36,720,172 34,202,637

売上総利益 2,360,244 2,169,434

販売費及び一般管理費 ※1
 1,576,047

※1
 1,548,191

営業利益 784,196 621,243

営業外収益

受取利息 8,788 6,985

受取配当金 6,006 7,510

為替差益 － 4,723

仕入割引 2,693 2,144

その他 2,736 2,538

営業外収益合計 20,225 23,901

営業外費用

支払利息 3,860 4,801

支払保証料 20,094 29,588

売上割引 15,878 14,865

その他 12,375 928

営業外費用合計 52,208 50,184

経常利益 752,213 594,960

特別利益

貸倒引当金戻入額 17,942 1,068

会員権売却益 2,721 －

特別利益合計 20,663 1,068

特別損失

投資有価証券評価損 － 11,734

会員権評価損 1,557 －

特別損失合計 1,557 11,734

税金等調整前当期純利益 771,319 584,294

法人税、住民税及び事業税 319,233 260,301

法人税等調整額 63,715 108

法人税等合計 382,948 260,410

当期純利益 388,371 323,883
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 820,000 820,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 820,000 820,000

資本剰余金

前期末残高 697,471 697,471

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 697,471 697,471

利益剰余金

前期末残高 2,797,836 3,112,028

当期変動額

剰余金の配当 △74,179 △74,172

当期純利益 388,371 323,883

当期変動額合計 314,191 249,711

当期末残高 3,112,028 3,361,739

自己株式

前期末残高 △150,466 △150,722

当期変動額

自己株式の取得 △256 △37,601

当期変動額合計 △256 △37,601

当期末残高 △150,722 △188,324

株主資本合計

前期末残高 4,164,841 4,478,777

当期変動額

剰余金の配当 △74,179 △74,172

当期純利益 388,371 323,883

自己株式の取得 △256 △37,601

当期変動額合計 313,935 212,109

当期末残高 4,478,777 4,690,886
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 107,265 54,313

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△52,951 △27,971

当期変動額合計 △52,951 △27,971

当期末残高 54,313 26,342

繰延ヘッジ損益

前期末残高 344 △1,829

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△2,174 2,658

当期変動額合計 △2,174 2,658

当期末残高 △1,829 828

為替換算調整勘定

前期末残高 △3,011 △3,772

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△761 △84,568

当期変動額合計 △761 △84,568

当期末残高 △3,772 △88,340

評価・換算差額等合計

前期末残高 104,599 48,711

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△55,887 △109,881

当期変動額合計 △55,887 △109,881

当期末残高 48,711 △61,169

純資産合計

前期末残高 4,269,440 4,527,488

当期変動額

剰余金の配当 △74,179 △74,172

当期純利益 388,371 323,883

自己株式の取得 △256 △37,601

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △55,887 △109,881

当期変動額合計 258,047 102,228

当期末残高 4,527,488 4,629,716
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 771,319 584,294

減価償却費 39,899 39,536

貸倒引当金の増減額（△は減少） △18,387 △1,068

賞与引当金の増減額（△は減少） △9,000 △13,000

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △1,500 1,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） △12,521 3,576

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △19,900 14,664

受取利息及び受取配当金 △14,794 △14,495

支払利息 3,860 4,801

為替差損益（△は益） △84 8,309

有形固定資産売却損益（△は益） △187 30

有形固定資産廃棄損 1,551 92

投資有価証券評価損益（△は益） 1,259 11,734

会員権売却損益（△は益） △2,721 －

会員権評価損 1,557 700

売上債権の増減額（△は増加） △173,869 2,361,958

たな卸資産の増減額（△は増加） 12,714 △182,130

その他の流動資産の増減額（△は増加） 871 8,269

仕入債務の増減額（△は減少） 148,641 △2,071,604

その他の流動負債の増減額（△は減少） 5,298 △10,089

その他 6,683 72,889

小計 740,691 819,467

利息及び配当金の受取額 14,794 14,495

利息の支払額 △3,860 △4,801

法人税等の支払額 △271,209 △322,949

営業活動によるキャッシュ・フロー 480,416 506,212

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △6,398 △4,794

有形固定資産の売却による収入 257 18

無形固定資産の取得による支出 △14,508 △5,829

会員権の売却による収入 3,571 －

投資有価証券の取得による支出 △35,019 △8,480

貸付けによる支出 △300,000 △300,000

貸付金の回収による収入 300,000 300,000

その他 △2,388 △1,539

投資活動によるキャッシュ・フロー △54,487 △20,626

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － 300,000

自己株式の取得による支出 △256 △37,601

配当金の支払額 △74,069 △74,128

財務活動によるキャッシュ・フロー △74,325 188,269

現金及び現金同等物に係る換算差額 609 △95,665

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 352,213 578,190

現金及び現金同等物の期首残高 1,424,081 1,776,294

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 1,776,294

※1
 2,354,485
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　【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１　連結の範囲に関する

事項

(1）連結子会社の数　　３社

・SAKAI TRADING NEW YORK INC.

・SAKAI AUSTRALIA PTY LTD.

・SAKAI TRADING EUROPE GmbH

(1）連結子会社の数　　３社

同左

 (2）非連結子会社の数　３社

・韓国堺商事㈱

・堺商事貿易（上海）有限公司

・台湾堺股?有限公司

(2）非連結子会社の数　３社

同左

 （連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は小規模であり、総資

産、売上高、当期純損益及び利益剰余

金等は、いずれも連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないためであり

ます。

（連結の範囲から除いた理由）

同左

 　 　

２　持分法の適用に関す

る事項

持分法を適用していない下記の非連結子会

社３社は、連結当期純損益及び連結利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体と

しても重要性がないため、持分法の適用範囲

から除外しております。

・韓国堺商事㈱

・堺商事貿易（上海）有限公司

・台湾堺股?有限公司

同左

　

 　 　

３　連結子会社の事業年

度等に関する事項

全ての連結子会社（下記３社）の決算日は、

12月31日であります。

・SAKAI TRADING NEW YORK INC.

・SAKAI AUSTRALIA PTY LTD.

・SAKAI TRADING EUROPE GmbH

連結財務諸表の作成に当たっては、個々の決

算日現在の財務諸表を使用し、連結決算日と

の間に生じた重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。

同左

　

　

 　 　

４　会計処理基準に関す

る事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定）

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左
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前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 ②　たな卸資産

主として移動平均法による低価法

②　たな卸資産

通常の販売目的で保有する棚卸資産

主として移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算

定）

（会計方針の変更）　

当連結会計年度より、「棚卸資産の

評価に関する会計基準」（企業会

計基準第９号　平成18年７月５日公
表分）を適用しております。

これにより経常利益及び税金等調

整前当期純利益は、従来に比べて、

それぞれ12,760千円増加しており
ます。

なお、同基準の適用に伴い、従来、営

業外費用に計上しておりました

「たな卸資産評価損」は当連結会

計年度より売上原価に計上してお

ります。

これによる損益に与える影響は軽

微であります。

 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

当社は定率法によっており、在外連結

子会社は、定額法によっております。

なお、耐用年数については以下の通り

であります。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

当社は定率法によっており、在外連結

子会社は、定額法によっております。

なお、耐用年数については以下の通り

であります。
 建物及び構築物 ８～39年

車両運搬具 ２～８年

工具、器具及び備品 ２～20年

（会計方針の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、当

連結会計年度より、平成19年４月１
日以降に取得した有形固定資産に

ついて、改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更しておりま

す。これによる損益に与える影響

は、軽微であります。

（追加情報）

当社は、法人税法改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した資産
については、改正前の法人税法に基

づく減価償却の方法の適用により

取得価額の５％に到達した連結会

計年度の翌連結会計年度より、取得

価額の５％相当額と備忘価額との

差額を５年間にわたり均等償却し、

減価償却費に含めて計上しており

ます。これによる損益に与える影響

は、軽微であります。

建物及び構築物 ８～39年

車両運搬具 ２～８年

工具、器具及び備品 ２～20年
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前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 ②　無形固定資産

定額法によっております。

なお、ソフトウェア（自社利用分）に

ついては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によってお

ります。

②　無形固定資産

同左

 (3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同左

 ②　賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、賞与支給見込額に基づ

き計上しております。

②　賞与引当金

同左

 ③　役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えて、当連結会計

年度における支給見込額に基づき計

上しております。

③　役員賞与引当金

同左

 ④　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。

④　退職給付引当金

同左

 ⑤　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。

⑤　役員退職慰労引当金

同左

 (4）連結財務諸表の作成の基礎となった連

結会社の財務諸表の作成に当たって採

用した重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。

なお、在外子会社等の資産、負債、収益及

び費用は、決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は純資産の部に

おける為替換算調整勘定に含めており

ます。

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算の基準

 

 

同左
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前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 (5）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

また、為替予約が付されている外貨建

金銭債権債務については、振当処理を

行っております。

(5）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

同左

 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　為替予約

ヘッジ対象　　輸出取引による外貨建

売上債権、輸入取引に

よる外貨建仕入債務

等及び外貨建予定取

引

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ③　ヘッジ方針

輸出入取引に係る為替変動のリスク

回避のため、外貨建の債権及び債務に

ついて実需原則に基づき為替予約取

引を利用しており、投機目的のための

為替予約等取引は行わない方針であ

ります。

③　ヘッジ方針

同左

 ④　ヘッジ有効性評価の方法

為替予約の締結時にリスク管理方針

に従って、外貨建による同一金額で同

一期間の為替予約をそれぞれ振当て

ているため、その後の為替相場の変動

による相関関係は完全に確保されて

おり、その判断をもって有効性の判定

に代えております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

 (6）その他連結財務諸表作成のための重要

な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっ

ております。

(6）その他連結財務諸表作成のための重要

な事項

消費税等の会計処理

同左

 　 　

５　連結子会社の資産及

び負債の評価に関す

る事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全

面時価評価法によっております。

同左

 　 　

６　のれん及び負ののれ

んの償却に関する事

項

のれん及び負ののれんは、５年間で均等償却

しております。

―

 　 　

７　連結キャッシュ・フ

ロー計算書における

資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資

金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随

時引き出し可能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資からなってお

ります。

同左
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　【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

― （連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関

する当面の取扱い）

当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在外子

会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告

第18号　平成18年５月17日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

　【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度において、営業外収益の「その他」に含め

て表示しておりました「仕入割引」（前連結会計年度

2,194千円）は、営業外収益総額の100分の10を超えたため、

当連結会計年度より区分掲記することといたしました。

（連結貸借対照表関係）

財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成20年

８月７日内閣府令第50号）が適用となることに伴い、前連

結会計年度において、「たな卸資産」として掲記されてい

たものは、当連結会計年度から「商品」として掲記してお

ります。

　【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成20年３月31日）

当連結会計年度
（平成21年３月31日）

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の通

りであります。

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の通

りであります。

投資有価証券（株式） 53,465千円

その他（出資金） 35,916千円

投資有価証券（株式） 53,465千円

その他（出資金） 35,916千円

２　輸出手形割引高は、30,208千円であります。 ２　輸出手形割引高は、25,730千円であります。

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要なものは次の通り

であります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要なものは次の通り

であります。

従業員給与手当 487,670千円

賞与引当金繰入額 88,198千円

役員賞与引当金繰入額 19,500千円

退職給付引当金繰入額 26,771千円

役員退職慰労引当金繰入額 12,637千円

従業員給与手当  489,051千円

賞与引当金繰入額 74,955千円

役員賞与引当金繰入額   20,500千円

退職給付引当金繰入額 37,384千円

役員退職慰労引当金繰入額   17,252千円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（千株） 10,000 － － 10,000

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（千株） 727 0 － 728

（変動事由の概要）　　単元未満株式の買取りによる増加　　0千株

３　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年５月８日

取締役会
普通株式 74,179 8.00 平成19年３月31日 平成19年６月11日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年５月12日

取締役会
普通株式 利益剰余金 74,172 8.00 平成20年３月31日 平成20年６月９日

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（千株） 10,000 － － 10,000

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（千株） 728 201 － 930

（変動事由の概要）　　取締役会決議による自己株式の取得による増加　　200千株

単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　　　1千株

３　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年５月12日

取締役会
普通株式 74,172 8.00 平成20年３月31日 平成20年６月９日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成21年５月11日

取締役会
普通株式 利益剰余金 72,557 8.00 平成21年３月31日 平成21年６月８日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,776,294千円

現金及び現金同等物 1,776,294千円
現金及び預金勘定 2,354,485千円

現金及び現金同等物 2,354,485千円

（有価証券関係）

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分

前連結会計年度

（平成20年３月31日）
当連結会計年度

（平成21年３月31日）

取得原価

（千円）

連結貸借対

照表計上額

（千円）

差額

（千円）

取得原価

（千円）

連結貸借対

照表計上額

（千円）

差額

（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの
      

株式 58,147 159,446 101,298 26,712 84,942 58,230

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの
      

株式 44,997 35,756 △9,240 75,220 61,502 △13,717

合計 103,145 195,202 92,057 101,932 146,445 44,512

２　時価評価されていない「その他有価証券」の内容及び連結貸借対照表計上額

内容

前連結会計年度

（平成20年３月31日）
当連結会計年度

（平成21年３月31日）

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 42,192 40,151

３　有価証券の減損処理について

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

時価評価されていない「その他有価証券」について1,259

千円減損処理を行っております。

なお、有価証券の減損に当たっては、回復可能性があると

認められる場合を除き、連結会計年度末における時価が取

得原価より50％以上下落した場合に行うこととしており

ます。

また、連結会計年度末における時価が取得原価より30％以

上50％未満下落した場合にも、対象銘柄の過去の株価推移

等を検討し総合的に判断した上で、減損処理を行うことと

しております。

その他有価証券で時価のある株式について9,693千円、時価

のない株式について2,040千円減損処理を行っております。

なお、有価証券の減損に当たっては、回復可能性があると

認められる場合を除き、連結会計年度末における時価が取

得原価より50％以上下落した場合に行うこととしており

ます。

また、連結会計年度末における時価が取得原価より30％以

上50％未満下落した場合にも、対象銘柄の過去の株価推移

等を検討し総合的に判断した上で、減損処理を行うことと

しております。
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（デリバティブ取引関係）

１　取引の状況に関する事項

前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

(1）取引の内容及び利用目的等
当グループは、輸出入取引に係る為替変動リスク回避

のため、外貨建の債権及び債務について為替予約取引

を利用しております。

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ております。

(1）取引の内容及び利用目的等
当グループは、輸出入取引に係る為替変動リスク回避

のため、外貨建の債権及び債務について為替予約取引

を利用しております。

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ております。

①　ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）

為替予約

（ヘッジ対象）

輸出取引による外貨建売上債権、輸入取引による

外貨建仕入債務等及び外貨建予定取引

①　ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）

為替予約

（ヘッジ対象）

輸出取引による外貨建売上債権、輸入取引による

外貨建仕入債務等及び外貨建予定取引

②　ヘッジ方針

輸出入取引に係る為替変動のリスク回避のため、外

貨建の債権及び債務について実需原則に基づき、為

替予約取引を利用しております。

②　ヘッジ方針

輸出入取引に係る為替変動のリスク回避のため、外

貨建の債権及び債務について実需原則に基づき、為

替予約取引を利用しております。

③　ヘッジ有効性評価の方法

為替予約の締結時にリスク管理方針に従って、外貨

建による同一金額で同一期間の為替予約をそれぞ

れ振当てているため、その後の為替相場の変動によ

る相関関係は完全に確保されているので、決算日に

おける有効性の評価を省略しております。

③　ヘッジ有効性評価の方法

為替予約の締結時にリスク管理方針に従って、外貨

建による同一金額で同一期間の為替予約をそれぞ

れ振当てているため、その後の為替相場の変動によ

る相関関係は完全に確保されており、その判断を

もって有効性の判定に代えております。

(2）取引に対する取組方針
デリバティブ取引については、主に売上及び仕入契約

をヘッジするための為替予約であるため、その残高

は、外貨建の契約残高の期中平均を超えないことと

し、投機目的のデリバティブ取引は行わない方針であ

ります。

(2）取引に対する取組方針
同左

(3）取引に係るリスク内容
為替予約取引については、為替変動のリスクを有して

おりますが、当社の取引の契約先はいずれも信用度の

高い国内の銀行であるため、相手方の契約不履行によ

るリスクは殆どないと認識しております。

(3）取引に係るリスク内容
同左

(4）取引に係るリスク管理体制
為替予約は営業部門からの依頼に基づき、経理部にお

いて実行し、その残高を管理しております。

(4）取引に係るリスク管理体制
同左

２　取引の時価等に関する事項
デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益
(1）通貨関連

区分 種類

前連結会計年度
（平成20年３月31日）

当連結会計年度
（平成21年３月31日）

契約額等
（千円）

契約額等
のうち
１年超
（千円）

時価
（千円）

評価損益
（千円）

契約額等
（千円）

契約額等
のうち
１年超
（千円）

時価
（千円）

評価損益
（千円）

市場取
引以外
の取引

為替予約取引         

売建         

米ドル 15,063 － 13,725 1,337 12,754 － 13,079 △324

豪ドル 2,241 － 2,086 154 － － － －

ユーロ 928 － 914 14 1,209 － 1,331 △121

合計 18,233 － 16,727 1,505 13,964 － 14,410 △446

　（注）１　時価の算定は、先物為替相場を使用しております。
２　ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。

(2）金利関連
　該当事項はありません。
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（退職給付関係）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１　採用している退職給付制度の概要

当社は確定給付型適格年金制度を全面的に採用して

おります。

なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複

数事業主制度に関する事項は次の通りであります。

(1）制度全体の積立状況に関する事項

（平成19年３月31日現在）

年金資産の額 358,624,551千円

年金財政計算上

の給付債務の額
 370,887,599千円

差引額 △12,263,047千円

　

(2）制度全体に占める当グループの掛金拠出割合

（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　 0.13％

　

(3）補足説明

上記（1）の差引額の主な要因は、年金財政計算

上の過去勤務債務残高21,624,973千円でありま

す。

本制度における過去勤務債務の償却方法は期間

15年の元利均等償却であり、当グループは、前期

の連結財務諸表上、特別掛金2,686千円を費用処理

しております。

なお、上記（2）の割合は当グループの実際の負

担割合とは一致しておりません。

　

１　採用している退職給付制度の概要

当社は確定給付型適格年金制度を採用しており、総合

設立型の厚生年金基金に加入しております。

なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複

数事業主制度に関する事項は次の通りであります。 

(1）制度全体の積立状況に関する事項

（平成20年３月31日現在）

年金資産の額 295,836,818千円

年金財政計算上

の給付債務の額
385,503,708千円

差引額 △89,666,889千円

　

(2）制度全体に占める当グループの掛金拠出割合

（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　 0.12％

　

(3）補足説明

上記（1）の差引額の主な要因は、年金財政計算

上の過去勤務債務残高20,528,722千円でありま

す。

本制度における過去勤務債務の償却方法は期間

15年の元利均等償却であり、当グループは、前期

の連結財務諸表上、特別掛金2,830千円を費用処理

しております。

なお、上記（2）の割合は当グループの実際の負

担割合とは一致しておりません。

　

２　退職給付債務に関する事項 ２　退職給付債務に関する事項

①　退職給付債務 △185,166千円

②　年金資産 133,771千円

③　未積立退職給付債務(①＋②) △51,394千円

④　退職給付引当金 △51,394千円

①　退職給付債務 △159,876千円

②　年金資産 104,904千円

③　未積立退職給付債務(①＋②) △54,971千円

④　退職給付引当金 △54,971千円

（注）当グループは、退職給付債務の算定に当た

り、簡便法を採用しております。

　

（注）当グループは、退職給付債務の算定に当た

り、簡便法を採用しております。

　

３　退職給付費用に関する事項 ３　退職給付費用に関する事項

勤務費用 26,771千円

退職給付費用 26,771千円

　

勤務費用 37,384千円

退職給付費用 37,384千円

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

割引率 2.5％

　

（追加情報）

当連結会計年度より、「『退職給付に係る会計基準』の

一部改正（その２）」（企業会計基準第14号　平成19年

５月15日）を適用しております。

割引率 2.5％
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成20年３月31日）

当連結会計年度
（平成21年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産  

賞与引当金 36,089千円

役員退職慰労引当金 24,178千円

退職給付引当金 21,215千円

貸倒引当金 20,905千円

未払事業税 14,674千円

その他 19,151千円

繰延税金資産合計 136,215千円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △37,440千円

子会社の留保利益金 △6,244千円

繰延税金負債合計 △43,684千円

繰延税金資産の純額 92,530千円

　  

繰延税金資産  

賞与引当金  30,674千円

役員退職慰労引当金 30,190千円

貸倒引当金 24,232千円

投資不動産評価損 22,770千円

退職給付引当金  22,538千円

その他 47,923千円

繰延税金資産小計  178,331千円

評価性引当額  △47,396千円

繰延税金資産合計  130,934千円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △18,170千円

子会社の留保利益金 △3,076千円

繰延ヘッジ損益 △575千円

繰延税金負債合計 △21,822千円

繰延税金資産の純額 109,112千円

　  

（注）１．繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下

の項目に含まれております。

（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。

流動資産－繰延税金資産 78,532千円

固定資産－繰延税金資産 13,998千円
流動資産－繰延税金資産 62,993千円

固定資産－繰延税金資産 46,118千円

２．繰延税金資産の算定に当たり、繰延税金資産か

ら控除された金額は、45,151千円であります。

　

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 41.0％

（調整）  

評価性引当額に係る影響額 5.8％

外国税額控除 △3.5％

連結消去等に係る影響額 3.4％

交際費等永久に損金に

算入されない項目
2.7％

受取配当金等永久に益金に

算入されない項目
△0.1％

その他 0.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 49.6％

　  

法定実効税率 41.0％

（調整）  

交際費等永久に損金に

算入されない項目
3.6％

外国税額控除 △2.5％

連結消去等に係る影響額 1.9％

受取配当金等永久に益金に

算入されない項目
△0.3％

その他 0.9％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.6％
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「化学品関連事

業」の割合が、いずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「化学品関連事

業」の割合が、いずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合が、いずれも

90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合が、いずれも

90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。
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【海外売上高】

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　 東南アジア 北米 ヨーロッパ 中近東 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 4,882,452 2,496,521 822,517 3,503,257 1,287,718 12,992,468

Ⅱ　連結売上高（千円）      39,080,417

Ⅲ　連結売上高に占める海外

売上高の割合（％）
12.5 6.4 2.1 8.9 3.3 33.2

　（注）１　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

(1）国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

(2）各区分に属する主な国又は地域

東南アジア……韓国、台湾、中国

北米 ……アメリカ合衆国

ヨーロッパ……ドイツ、イギリス、イタリア

中近東 ……イスラエル、トルコ、サウジアラビア

その他の

地域
……オーストラリア

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

　 東南アジア 北米 ヨーロッパ 中近東 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 4,306,919 1,938,989 758,633 3,946,379 736,069 11,686,991

Ⅱ　連結売上高（千円）      36,372,071

Ⅲ　連結売上高に占める海外

売上高の割合（％）
11.8 5.3 2.1 10.9 2.0 32.1

　（注）１　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

(1）国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

(2）各区分に属する主な国又は地域

東南アジア……台湾、韓国、中国

北米 ……アメリカ合衆国

ヨーロッパ……ドイツ、イギリス、ベルギー

中近東 ……トルコ、イスラエル、サウジアラビア

その他の

地域
……オーストラリア
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

親会社及び法人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
被所有割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の兼

任等(名)
事業上
の関係

親会社
堺化学

工業㈱

堺市

堺区
21,838,376

化学工業製

品の製造及

び販売

直接 62.6
兼任　２

転籍　４

同社製品

の購入及

び原料の

納入

同社製品の

購入
12,893,700 買掛金 4,862,442

原料の納入 3,317,726 売掛金 357,333

資金の貸付 300,000 － －

利息の受取 2,640 － －

　（注）　取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含めて表示しております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

　１　同社製品の購入及び原料の納入については、市場価格を勘案し、価格交渉の上、一般的取引条件と同様に協

議決定しております。

　２　資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に協議決定しております。

兄弟会社等

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有（被
所有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の兼

任等(名)
事業上
の関係

親会社の

子会社

共成

製薬㈱

北海道

小樽市
216,000

医薬品及び

医薬部外品

等の製造及

び販売

－ －

原料の納

入及び同

社製品の

購入

原料の納入 751,693 売掛金 325,526

　（注）　取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含めて表示しております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

　原料の納入については、市場価格を勘案し、価格交渉の上、一般的取引条件と同様に協議決定しております。

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

（追加情報）　

当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及

び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を適

用しております。

なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。

１．関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

①　連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所有
（被所有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

親会社
堺化学

工業㈱　

堺市

堺区　
21,838,376

化学工業製

品の製造及

び販売　

（被所有） 

・同社製品の

購入及び

原料の納入

・役員の兼任

同社製品の

購入
10,588,017 買掛金 3,060,995

直接 64.0

原料の納入

　
3,849,458

売掛金

　
519,049

資金の貸付

　
225,000 －　 －

利息の受取

　
2,958 －　 －

　（注）１　取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含めて表示しております。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

(1）同社製品の購入及び原料の納入については、市場価格を勘案し、価格交渉の上、一般的取引条件と同様に協

議決定しております。

(2）資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に協議決定しております。
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②　連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び

連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所有
（被所有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

同一の

親会社を

持つ会社

大崎工業㈱
堺市

西区　
200,000

化学工業製

品の製造及

び販売　

－

原料の納入

及び同社製

品の購入

原料の納入 440,926 売掛金 145,161

同一の

親会社を

持つ会社

共成製薬㈱
北海道

小樽市
216,000

医薬品及び

医薬部外品

等の製造及

び販売

－

原料の納入

及び同社製

品の購入

原料の納入 792,816 売掛金 309,239

　（注）１　取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含めて表示しております。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

　　原料の納入については、市場価格を勘案し、価格交渉の上、一般的取引条件と同様に協議決定しております。

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

親会社情報

堺化学工業㈱（東京証券取引所、大阪証券取引所に上場）
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 488円32銭

１株当たり当期純利益 41円89銭

１株当たり純資産額 510円46銭

１株当たり当期純利益 35円32銭

　（注）１　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２　算定上の基礎

(1）１株当たり純資産額

項目
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

純資産の部の合計額（千円） 4,527,488 4,629,716

普通株式に係る期末の純資産額

（千円）
4,527,488 4,629,716

１株当たり純資産額の算定に用い

られた期末の普通株式の数（株）
9,271,564 9,069,664

(2）１株当たり当期純利益

項目
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当期純利益（千円） 388,371 323,883

普通株式に係る当期純利益(千円) 388,371 323,883

普通株式の期中平均株式数（株） 9,272,002 9,170,614
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 300,000 600,000 1.00 －

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

その他有利子負債 － － － －

合計 300,000 600,000 － －

　（注）「平均利率」については、借入金の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報

 

第１四半期

(自　平成20年４月１日

至　平成20年６月30日)

第２四半期

(自　平成20年７月１日

至　平成20年９月30日)

第３四半期

(自　平成20年10月１日

至　平成20年12月31日)

第４四半期

(自　平成21年１月１日

至　平成21年３月31日)

売上高

（千円）
10,320,661 10,322,267 9,632,274 6,096,868

税金等調整前

四半期純利益

（千円）

175,221 166,052 195,945 47,075

四半期純利益

（千円）
99,508 96,184 112,914 15,276

１株当たり

四半期純利益

（円）

10.73 10.38 12.31 1.68
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,435,602 2,149,535

受取手形 2,272,508 1,792,175

売掛金 ※1
 8,021,159

※1
 6,042,333

商品 429,749 593,453

未着商品 52,991 4,632

前渡金 27,942 －

前払費用 10,999 11,344

未収消費税等 108,577 40,320

繰延税金資産 67,188 53,355

その他 12,057 5,858

貸倒引当金 △37,000 △25,000

流動資産合計 12,401,775 10,668,009

固定資産

有形固定資産

建物 126,265 126,265

減価償却累計額 △76,114 △81,050

建物（純額） 50,150 45,215

構築物 23,277 23,277

減価償却累計額 △21,452 △21,696

構築物（純額） 1,824 1,580

車両運搬具 16,133 16,315

減価償却累計額 △11,036 △11,697

車両運搬具（純額） 5,096 4,617

工具、器具及び備品 61,647 60,667

減価償却累計額 △48,249 △49,070

工具、器具及び備品（純額） 13,397 11,597

土地 71,092 71,092

有形固定資産合計 141,561 134,102

無形固定資産

ソフトウエア 44,202 22,831

無形固定資産合計 44,202 22,831

投資その他の資産

投資有価証券 237,395 186,596

関係会社株式 188,438 188,438

関係会社出資金 69,606 69,606

破産更生債権等 59,463 69,966

長期前払費用 1,382 838

差入保証金 133,575 135,114

繰延税金資産 20,242 49,195

その他 12,494 11,794

貸倒引当金 △59,463 △69,966

投資その他の資産合計 663,134 641,583

固定資産合計 848,897 798,517

資産合計 13,250,673 11,466,527
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(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 590,724 458,689

輸入引受手形 169,969 365,808

買掛金 ※1
 7,277,694

※1
 4,999,344

短期借入金 300,000 600,000

未払金 447 681

未払費用 100,064 79,850

未払法人税等 165,783 110,000

前受金 8,690 28,449

預り金 8,241 8,654

賞与引当金 87,000 74,000

役員賞与引当金 19,500 20,500

その他 3,101 －

流動負債合計 8,731,217 6,745,978

固定負債

退職給付引当金 51,394 54,971

役員退職慰労引当金 58,971 73,636

その他 27,024 30,954

固定負債合計 137,391 159,562

負債合計 8,868,608 6,905,540

純資産の部

株主資本

資本金 820,000 820,000

資本剰余金

資本準備金 697,400 697,400

その他資本剰余金 71 71

資本剰余金合計 697,471 697,471

利益剰余金

利益準備金 111,950 111,950

その他利益剰余金

別途積立金 2,300,000 2,600,000

繰越利益剰余金 550,881 492,717

利益剰余金合計 2,962,831 3,204,667

自己株式 △150,722 △188,324

株主資本合計 4,329,580 4,533,815

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 54,313 26,342

繰延ヘッジ損益 △1,829 828

評価・換算差額等合計 52,484 27,171

純資産合計 4,382,064 4,560,986

負債純資産合計 13,250,673 11,466,527
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 ※1
 38,420,864

※1
 36,256,233

売上原価

商品期首たな卸高 379,781 429,749

当期商品仕入高 ※1
 36,445,803

※1
 34,458,904

合計 36,825,584 34,888,653

商品期末たな卸高 429,749 593,453

商品売上原価 36,395,835 34,295,200

売上総利益 2,025,029 1,961,033

販売費及び一般管理費

役員報酬 76,155 76,125

給料及び手当 424,606 433,533

賞与 84,101 76,280

賞与引当金繰入額 87,000 74,000

役員賞与引当金繰入額 19,500 20,500

退職給付引当金繰入額 26,771 37,384

役員退職慰労引当金繰入額 12,637 17,252

福利厚生費 112,437 113,863

賃借料 124,678 126,426

減価償却費 36,442 36,838

旅費及び交通費 99,266 92,912

その他 277,329 292,461

販売費及び一般管理費合計 1,380,925 1,397,576

営業利益 644,103 563,456

営業外収益

受取利息 ※1
 5,491

※1
 5,304

受取配当金 ※1
 54,146

※1
 40,537

その他 5,340 9,383

営業外収益合計 64,978 55,226

営業外費用

支払利息 3,860 4,801

支払保証料 20,094 29,588

売上割引 15,878 14,865

その他 9,871 928

営業外費用合計 49,704 50,184

経常利益 659,377 568,498

特別利益

貸倒引当金戻入額 18,759 1,496

会員権売却益 2,721 －

特別利益合計 21,480 1,496

特別損失

投資有価証券評価損 － 11,734

会員権評価損 1,557 －

特別損失合計 1,557 11,734

税引前当期純利益 679,301 558,260

法人税、住民税及び事業税 270,000 239,645

法人税等調整額 58,405 2,606

法人税等合計 328,405 242,251

当期純利益 350,895 316,009
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 820,000 820,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 820,000 820,000

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 697,400 697,400

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 697,400 697,400

その他資本剰余金

前期末残高 71 71

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 71 71

資本剰余金合計

前期末残高 697,471 697,471

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 697,471 697,471

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 111,950 111,950

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 111,950 111,950

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 2,100,000 2,300,000

当期変動額

別途積立金の積立 200,000 300,000

当期変動額合計 200,000 300,000

当期末残高 2,300,000 2,600,000
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

繰越利益剰余金

前期末残高 474,165 550,881

当期変動額

剰余金の配当 △74,179 △74,172

別途積立金の積立 △200,000 △300,000

当期純利益 350,895 316,009

当期変動額合計 76,716 △58,163

当期末残高 550,881 492,717

利益剰余金合計

前期末残高 2,686,115 2,962,831

当期変動額

剰余金の配当 △74,179 △74,172

別途積立金の積立 － －

当期純利益 350,895 316,009

当期変動額合計 276,716 241,836

当期末残高 2,962,831 3,204,667

自己株式

前期末残高 △150,466 △150,722

当期変動額

自己株式の取得 △256 △37,601

当期変動額合計 △256 △37,601

当期末残高 △150,722 △188,324

株主資本合計

前期末残高 4,053,120 4,329,580

当期変動額

剰余金の配当 △74,179 △74,172

当期純利益 350,895 316,009

自己株式の取得 △256 △37,601

当期変動額合計 276,460 204,234

当期末残高 4,329,580 4,533,815
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 107,265 54,313

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△52,951 △27,971

当期変動額合計 △52,951 △27,971

当期末残高 54,313 26,342

繰延ヘッジ損益

前期末残高 344 △1,829

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△2,174 2,658

当期変動額合計 △2,174 2,658

当期末残高 △1,829 828

評価・換算差額等合計

前期末残高 107,610 52,484

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△55,126 △25,312

当期変動額合計 △55,126 △25,312

当期末残高 52,484 27,171

純資産合計

前期末残高 4,160,730 4,382,064

当期変動額

剰余金の配当 △74,179 △74,172

当期純利益 350,895 316,009

自己株式の取得 △256 △37,601

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △55,126 △25,312

当期変動額合計 221,334 178,921

当期末残高 4,382,064 4,560,986
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　【重要な会計方針】

　
第82期

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

第83期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１　有価証券の評

価基準及び

評価方法

(1）子会社株式

移動平均法による原価法

(1）子会社株式

同左

 (2）その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）

(2）その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

 　 　

２　たな卸資産の

評価基準及

び評価方法

商品

移動平均法による低価法

通常の販売目的で保有する棚卸資産

商品

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

（会計方針の変更）

当事業年度より、「棚卸資産の評価に関する会

計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月

５日公表分）を適用しております。

これにより経常利益及び税引前当期純利益は、

従来に比べて、それぞれ13,943千円増加してお

ります。

なお、同基準の適用に伴い、従来、営業外費用に

計上しておりました「たな卸資産評価損」は

当事業年度より売上原価に計上しております。

これによる損益に与える影響は軽微でありま

す。
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第82期

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

第83期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

３　固定資産の

減価償却の

方法

(1）有形固定資産

定率法によっております。

なお、耐用年数については以下の通りであり

ます。

(1）有形固定資産

定率法によっております。

なお、耐用年数については以下の通りであり

ます。

 建物 ８～39年

構築物 10～15年

車両運搬具 ２～６年

工具、器具及び備品 ２～20年

　

（会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、当事業年度よ

り、平成19年４月１日以降に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更してお

ります。これによる損益に与える影響

は、軽微であります。

　

（追加情報）

法人税法の改正に伴い、平成19年３月31

日以前に取得した資産については、改正

前の法人税法に基づく減価償却の方法

の適用により取得価額の５％に到達し

た事業年度の翌事業年度より、取得価額

の５％相当額と備忘価額との差額を５

年間にわたり均等償却し、減価償却費に

含めて計上しております。これによる損

益に与える影響は、軽微であります。

建物 ８～39年

構築物 10～15年

車両運搬具 ２～６年

工具、器具及び備品 ２～20年

 (2）無形固定資産

定額法によっております。

なお、ソフトウェア（自社利用分）について

は、社内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっております。

(2）無形固定資産

同左

　

 (3）長期前払費用

均等償却をしております。

(3）長期前払費用

同左

 　 　

４　外貨建の資

産及び負債

の本邦通貨

への換算基

準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。

同左
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第82期

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

第83期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

５　引当金の計上

基準

(1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充て

るため、賞与支給見込額に基づき計上してお

ります。

(2）賞与引当金

同左

 (3）役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えて、当事業年度におけ

る支給見込額に基づき計上しております。

(3）役員賞与引当金

同左

 (4）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度

末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しております。

(4）退職給付引当金

同左

 (5）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規

に基づく期末要支給額を計上しております。

(5）役員退職慰労引当金

同左

 　 　

６　ヘッジ会計

の方法

(1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

また、為替予約が付されている外貨建金銭債

権債務については、振当処理を行っておりま

す。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　為替予約

ヘッジ対象　　輸出取引による外貨建売上債

権、輸入取引による外貨建仕

入債務等及び外貨建予定取

引

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 (3）ヘッジ方針

輸出入取引に係る為替変動のリスク回避の

ため、外貨建の債権及び債務について実需原

則に基づき為替予約取引を利用しており、投

機目的のための為替予約等取引は行わない

方針であります。

(3）ヘッジ方針

同左

 (4）ヘッジ有効性評価の方法

為替予約の締結時にリスク管理方針に従っ

て、外貨建による同一金額で同一期間の為替

予約をそれぞれ振当てているため、その後の

為替相場の変動による相関関係は完全に確

保されており、その判断をもって有効性の判

定に代えております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

 　 　

７　その他財務

諸表作成の

ための基本

となる重要

な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっておりま

す。

消費税等の会計処理

同左
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　【注記事項】

（貸借対照表関係）

第82期
（平成20年３月31日）

第83期
（平成21年３月31日）

※１　関係会社に係る注記

各項目に含まれている関係会社に対するものは次

の通りであります。

※１　関係会社に係る注記

各項目に含まれている関係会社に対するものは次

の通りであります。

売掛金 934,508千円

買掛金 4,871,248千円

売掛金 975,206千円

買掛金   3,068,500千円

２　輸出手形割引高 30,208千円 ２　輸出手形割引高 25,730千円

（損益計算書関係）

第82期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

第83期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※１　関係会社に対する事項 ※１　関係会社に対する事項

売上高 5,289,588千円

商品仕入高 13,584,920千円

受取利息 2,640千円

受取配当金 48,140千円

売上高 5,520,780千円

商品仕入高 11,329,063千円

受取利息      2,958千円

受取配当金  33,027千円

（株主資本等変動計算書関係）

第82期（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（千株） 727 0 － 728

（変動事由の概要）　　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　　　0千株

第83期（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（千株） 728 201 － 930

（変動事由の概要）　　取締役会決議による自己株式の取得による増加　　200千株

単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　　　1千株
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（有価証券関係）

第82期
（平成20年３月31日）

第83期
（平成21年３月31日）

子会社株式で時価のあるものはありません。 同左

（税効果会計関係）

第82期
（平成20年３月31日）

第83期
（平成21年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産  

賞与引当金 35,670千円

役員退職慰労引当金 24,178千円

貸倒引当金 21,646千円

退職給付引当金 21,215千円

未払事業税 14,674千円

その他 7,486千円

繰延税金資産合計 124,872千円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △37,440千円

繰延税金負債合計 △37,440千円

繰延税金資産の純額 87,431千円

　  

繰延税金資産  

賞与引当金 30,340千円

役員退職慰労引当金  30,190千円

貸倒引当金 24,801千円

投資不動産評価損 22,770千円

退職給付引当金 22,538千円

その他 38,052千円

繰延税金資産小計 168,693千円

評価性引当額 △47,396千円

繰延税金資産合計 121,296千円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △18,170千円

繰延ヘッジ損益 △575千円

繰延税金負債合計 △18,746千円

繰延税金資産の純額 102,550千円

　  

（注）１．繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項

目に含まれております。

（注）繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に

含まれております。

流動資産－繰延税金資産 67,188千円

固定資産－繰延税金資産 20,242千円
流動資産－繰延税金資産 53,355千円

固定資産－繰延税金資産 49,195千円

２．繰延税金資産の算定に当たり、繰延税金資産か

ら控除された金額は、45,151千円であります。

　

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 41.0％

（調整）  

評価性引当額に係る影響額 6.6％

外国税額控除 △3.8％

交際費等永久に損金に

算入されない項目
3.0％

受取配当金等永久に益金に

算入されない項目
△0.2％

その他 1.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 48.3％

　  

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 41.0％

（調整）  

交際費等永久に損金に

算入されない項目
3.7％

外国税額控除 △2.5％

住民税均等割等 1.2％

受取配当金等永久に益金に

算入されない項目
△0.3％

その他 0.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.4％
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（１株当たり情報）

第82期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

第83期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 472円63銭

１株当たり当期純利益 37円84銭

１株当たり純資産額  502円88銭

１株当たり当期純利益   34円46銭

　（注）１　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２　算定上の基礎

(1）１株当たり純資産額

項目
第82期

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

第83期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

純資産の部の合計額（千円） 4,382,064 4,560,986

普通株式に係る期末の純資産額

（千円）
4,382,064 4,560,986

１株当たり純資産額の算定に用い

られた期末の普通株式の数（株）
9,271,564 9,069,664

(2）１株当たり当期純利益

項目
第82期

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

第83期
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当期純利益（千円） 350,895 316,009

普通株式に係る当期純利益(千円) 350,895 316,009

普通株式の期中平均株式数（株） 9,272,002 9,170,614
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（千円）

（投資有価証券）   

その他有価証券   

武田薬品工業㈱ 20,000 68,000

東武化学工業㈱ 8,000 22,400

アキレス㈱ 92,121 11,699

共立マテリアル㈱ 50,000 11,650

焼津水産化学工業㈱ 9,400 9,400

東京インキ㈱ 61,912 8,791

日本石材センター㈱ 16,000 8,000

日本化学産業㈱ 17,200 7,740

㈱村田製作所 1,989 7,519

㈱藤ヶ谷カントリー倶楽部 1 6,000

その他（20銘柄） 91,147 25,395

計 367,772 186,596
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価
償却累計額
又は

償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末
残高
（千円）

有形固定資産        

建物 126,265 － － 126,265 81,050 4,935 45,215

構築物 23,277 － － 23,277 21,696 243 1,580

車両運搬具 16,133 1,663 1,481 16,315 11,697 2,094 4,617

工具、器具及び備品 61,647 1,982 2,961 60,667 49,070 3,689 11,597

土地 71,092 － － 71,092 － － 71,092

有形固定資産計 298,415 3,645 4,442 297,617 163,514 10,962 134,102

無形固定資産        

ソフトウェア 125,390 4,008 － 129,399 106,567 25,379 22,831

無形固定資産計 125,390 4,008 － 129,399 106,567 25,379 22,831

長期前払費用 2,680 － 480 2,200 1,361 496 838

繰延資産        

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 96,463 35,503 － 37,000 94,966

賞与引当金 87,000 74,000 87,000 － 74,000

役員賞与引当金 19,500 20,500 19,500 － 20,500

役員退職慰労引当金 58,971 17,252 2,587 － 73,636

　（注）　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

ａ　資産の部

イ　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 289

預金の種類

当座預金 46,847

普通預金 2,101,220

別段預金 1,178

計 2,149,245

合計 2,149,535

ロ　受取手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

白十字㈱ 547,356

㈱トウペ 94,660

久保孝ペイント㈱ 84,890

東武化学工業㈱ 63,050

大同塗料㈱ 46,860

その他 955,358

合計 1,792,175

(ロ）期日別内訳

期日 金額（千円）

平成21年４月満期 534,230

〃　 ５月 〃 485,242

〃　 ６月 〃 386,138

〃　 ７月 〃 319,853

〃　 ８月 〃 59,286

〃　 ９月 〃 7,424

合計 1,792,175

ハ　売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

パナソニック㈱ 667,791

堺化学工業㈱ 519,049

共成製薬㈱ 309,239

SAKAI TRADING NEW YORK INC. 307,012

東京インキ㈱ 234,421

その他 4,004,818

EDINET提出書類

堺商事株式会社(E02772)

有価証券報告書

57/66



相手先 金額（千円）

合計 6,042,333

(ロ）発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100
(A) ＋ (D)
─────

2
÷

(B)
──
365

8,021,159 37,946,805 39,925,631 6,042,333 86.9 68

　（注）　上記金額には、消費税等が含まれております。

ニ　商品及び未着商品

品名
金額（千円）

商品 未着商品

化成品 295,037 －

合成樹脂 215,931 －

電子材料 52,557 －

鉱産品 5,765 870

その他 24,161 3,762

合計 593,453 4,632

ｂ　負債の部

イ　支払手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

大化工業㈱ 171,494

東都化成㈱ 112,436

㈱大阪アルギン 36,288

村田機械㈱ 33,915

多摩化学工業㈱ 28,335

その他 76,219

合計 458,689

(ロ）期日別内訳

期日 金額（千円）

平成21年４月満期 183,257

〃　 ５月 〃 110,074

〃　 ６月 〃 94,542

〃　 ７月 〃 68,423

〃　 ８月 〃 2,391

合計 458,689
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ロ　輸入引受手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 365,808

合計 365,808

(ロ）期日別内訳

期日 金額（千円）

平成21年４月満期 197,288

〃　 ５月 〃 104,299

〃　 ６月 〃 64,220

合計 365,808

ハ　買掛金

相手先 金額（千円）

堺化学工業㈱ 3,060,995

サンダイヤポリマー㈱ 209,259

信越化学工業㈱ 114,252

紀和化学工業㈱ 85,060

大化工業㈱ 73,256

その他 1,456,518

合計 4,999,344

ニ　短期借入金

相手先 金額（千円）

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 600,000

合計 600,000

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り 　

取扱場所
（特別口座）

大阪市北区堂島１丁目１番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

株主名簿管理人
（特別口座）

東京都千代田区丸の内１丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 －

買取手数料 無料

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電

子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次の通りです。

http://www.sakaitrading.co.jp/

株主に対する特典 なし

　（注）　当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、取得請求権付株式の取得を請

求する権利、株主の有する株式数に応じて募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利以外の権利を有

しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書

及びその添付書類

事業年度（第82期）

　　　　

自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日

平成20年６月26日

近畿財務局長に提出

(2）四半期報告書及び確認書

　

第83期第１四半期

　　　

自　平成20年４月１日

至　平成20年６月30日

平成20年８月13日

近畿財務局長に提出

　　

　

第83期第２四半期

　　　

自　平成20年７月１日

至　平成20年９月30日

平成20年11月13日

近畿財務局長に提出

　　

　

第83期第３四半期

　　　

自　平成20年10月１日

至　平成20年12月31日

平成21年２月12日

近畿財務局長に提出

(3）自己株券買付状況報告書 報告期間 自　平成20年11月１日

至　平成20年11月30日

平成20年12月15日

近畿財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書  

 平成20年６月13日

堺商事株式会社  

 取締役会　御中  

 大阪監査法人  

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 小 　河 　義 　夫　　㊞

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 馬 　塲 　泰　 德　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

堺商事株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、堺商事株

式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 平成21年６月26日

堺商事株式会社  

 取締役会　御中  

 大阪監査法人  

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 小 　河 　義 　夫　　㊞

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 道 　幸 　靜　 児　　㊞

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 平 　井 　文　 彦　　㊞

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている
堺商事株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、堺商事株

式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び
キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、堺商事株式会社の平成21年３月31
日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成す

る責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、

財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、堺商事株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部統
制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係

る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書  

 平成20年６月13日

堺商事株式会社  

 取締役会　御中  

 大阪監査法人  

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 小 　河 　義 　夫　　㊞

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 馬　 塲 　泰　 德　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

堺商事株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第82期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、堺商事株式会

社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書  

 平成21年６月26日

堺商事株式会社  

 取締役会　御中  

 大阪監査法人  

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 小 　河 　義 　夫　　㊞

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 道 　幸 　靜　 児　　㊞

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 平 　井 　文　 彦　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

堺商事株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第83期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、堺商事株式会

社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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